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一定の仮定の下で推計を⾏っていることから、結果については、相当な幅を持ってとらえる必要があります。
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海外での夜間経済推計の事例
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海外事例における夜間経済の推計条件
• ロンドン、オーストラリアでは、夜間経済を以下の条件で推計している。• ロンドン、オーストラリアでは、夜間経済を以下の条件で推計している。

項目 ロンドン オーストラリア
対象とする
夜間の時間帯

18時〜翌朝6時 18時〜翌朝6時

夜間の直接消費の
対象となる産業

・夜間経済の産業は、以下の区分で示されている。

専⾨的財務サービス、施設管理、物流･配達、宿泊・
飲⾷、情報通信、⼩売、医療、娯楽

・コア産業、ノンコア産業、サプライ産業に区分している。
・コア産業は、主に夜間に消費される産業が対象。

コア産業︓酒類⼩売、娯楽、飲⾷

推計方法

・公表データや既存研究の成果を基に推計
・直接効果だけでなく波及効果も推計していることから、
産業連関分析、またはそれに類似した方法で推計して
いるものと考えられる。
※夜間⽐率の設定については⾔及無し

・推計対象となる地方自治体（LGA)の関連データを
オーストラリア統計局より入手し分析。
・産業分類は、オーストラリア・ニュージーランド標準産業
分類 (ANZSIC)に準拠。
※夜間⽐率の設定については⾔及無し

直接消費が波及する
関連産業

・幅広い産業への波及効果を推計している（産業連関
分析により全産業への波及効果を分析しているものと
考えられる）。

・ノンコア産業は、夜間が中心というわけではないが、夜
間にもサービスが供給されている産業。
・サプライ産業は、コア・ノンコア産業のサプライチェーンに
関連する産業。

ノンコア産業︓⼩売、宿泊、運輸、広告、等
サプライ産業︓卸売、コンテンツ制作、⾷品製造、等
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ロンドンの夜間経済規模

表︓ロンドンの産業別夜間経済規模（単位︓百万￡）

専門家、財務サービス

施設管理

物流・配達

宿泊・フードサービス

情報通信

小売

医療・ソーシャルワーク

エンターテイメント・レクリエーション

直接効果 1次波及効果 2次波及効果

円換算（1￡＝150円）︓ 3.3兆円 1.8兆円 0.9兆円 6.0兆円

出典）LONDON’ S 24 HOUR ECONOMY  The Economic Value of London’s 24 Hour Economy

合計

ロンドンのGDP（約55兆円）
に対する割合 6.0% 3.3% 1.6% 10.9%
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ロンドンの夜間経済規模（雇用効果）
表︓ロンドンの夜間経済による産業別の雇⽤者数

出典）LONDON’ S 24 HOUR ECONOMY  The Economic Value of London’s 24 Hour Economy

農業、林業、漁業
鉱業、採石業

製造業
電⼒、ガス、メンテナンス
上下⽔、廃棄物処理

建設業
卸売、⼩売、修理

交通、倉庫
宿泊、フードサービス

情報通信
⾦融、保険
不動産

科学技術専門サービス
管理・サポートサービス

⾏政、防衛
教育

医療、ソーシャルワーカー
芸術、娯楽
その他サービス

家政婦・家事代⾏
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シドニーの夜間経済規模

表︓シドニーの夜間経済の分析結果（コア産業のみ）

出典）Research Report The Australian Night Time Economy 2015 (June 2017)

事業所数

従業者数

売上高

円換算（1＄＝80円）︓ 0.3兆円
シドニーのGDP（約30兆円）
に対する割合 1.0%
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オーストラリアの夜間経済推計で設定しているコア産業

カフェ、レストラン
持ち帰り飲食サービス
酒小売
パブ、酒場、バー
映画、ビデオ
クリエイティブ・パフォーマンスアート
スポーツ・運動系レクリエーション
競馬、ドッグレース
アミューズメント、その他娯楽
ギャンブル
クラブ
売春

出典）Research Report The Australian Night Time Economy 2015 (June 2017)

表︓オーストラリアの夜間経済規模推計におけるコア産業
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オーストラリアの夜間経済推計で設定しているノンコア産業

公共秩序・警備
病院
図書館、資料館
建築、エンジニア、技術サービス
社会人教育、コミュニティ、その他教育
スーパー、食品売り場
食品小売
宿泊
ごみ収集、ごみ処理、廃棄
中央政府サービス
州政府サービス
地方政府サービス
ランドリー、クリーニング
広告
市場調査
電気製品小売
娯楽用品小売
衣類、靴、装飾品小売
百貨店
薬局、他の小売店
道路交通
鉄道交通
水運交通
駐⾞サービス

出典）Research Report The Australian Night Time Economy 2015 (June 2017)

表︓オーストラリアの夜間経済規模推計におけるノンコア産業
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指標化の考え方等の詳細
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夜間経済の指標化の考え方
• 夜間経済の規模を推計する上では、「夜間の直接消費の対象となる産業」「対象となる夜間の時間帯」「産業ごとの売上の夜
間⽐率」「直接消費が波及する関連産業」を設定する必要がある。

• 夜間経済の規模を推計する上では、「夜間の直接消費の対象となる産業」「対象となる夜間の時間帯」「産業ごとの売上の夜
間⽐率」「直接消費が波及する関連産業」を設定する必要がある。

【夜間に消費される産業の売上の集計】
経済センサスのデータより、

夜間に消費される産業の売上を集計
※産業小分類ベース

【夜間に消費される産業の売上の集計】
経済センサスのデータより、

夜間に消費される産業の売上を集計
※産業小分類ベース

夜間経済の規模（日本人の消費を含む）夜間経済の規模（日本人の消費を含む）

【売上に占める夜間⽐率】
集計対象とした産業について、
夜間の売上⽐率を設定

【売上に占める夜間⽐率】
集計対象とした産業について、
夜間の売上⽐率を設定

夜間時間帯を定義

対象産業を設定し集計

産業ごとに売上の夜間⽐率を設定

【関連産業への波及を推計】
産業連関分析により、

夜間の直接消費が生み出す
関連産業への経済効果を推計

【関連産業への波及を推計】
産業連関分析により、

夜間の直接消費が生み出す
関連産業への経済効果を推計

対象産業を設定

夜間の直接消費
（飲食、小売、娯楽産業など）

夜間の直接消費
（飲食、小売、娯楽産業など）

関連産業への波及
（農漁業、製造業、物流など）

関連産業への波及
（農漁業、製造業、物流など）
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＜産業別売上・従業者数の集計（H28経済センサス活動調査）＞
Ø 夜間の直接消費が想定される産業を対象に、売上・従業者数を集計する。
Ø 大阪府、大阪市それぞれについて集計する。

夜間経済規模の推計方法
• 以下の流れで⼤阪府・⼤阪市の夜間経済規模を推計する。• 以下の流れで⼤阪府・⼤阪市の夜間経済規模を推計する。

【売上】【従業者数】
小分類別・大阪府市
【売上】【従業者数】
小分類別・大阪府市

【売上】 【従業者数】
産業小分類別・大阪府
【売上】 【従業者数】
産業小分類別・大阪府

【売上】 【従業者数】
産業中分類別・大阪市
【売上】 【従業者数】
産業中分類別・大阪市

大阪府の産業小分類の売上の割合を使って、
大阪市の産業中分類の売上を按分

＜夜間の直接消費から⽣産・労働誘発量の推計（H23大阪府・大阪市産業連関表）＞
Ø 経済センサスから集計した夜間の直接消費が想定される産業の売上を最終需要とし、産業連関分析により周辺産業の生産誘発額を推計する。この周辺産
業の⽣産誘発額は、夜間の直接消費（例えば飲⾷）を⽣み出すための中間的な⽣産（例えば原材料製造・流通など）という位置づけである。

Ø 大阪府、大阪市それぞれの産業連関表（30部門）を使って推計する。

者数に乗じることで、売上・従業者数の夜間経済分を推計する。

＜売上・従業者数の夜間⽐率の設定＞
Ø 各種資料から産業ごとの営業時間を設定し、営業時間ベースで
の夜間の割合を設定。

Ø 営業時間の夜間⽐率を、経済センサスで集計した売上・従業
者数に乗じることで、売上・従業者数の夜間経済分を推計する。

【売上】【従業者数】
小分類別・大阪府市
【売上】【従業者数】
小分類別・大阪府市

売上の夜間⽐率
（営業時間の夜間⽐率で代替）
売上の夜間⽐率

（営業時間の夜間⽐率で代替）

【売上】【従業者数】
小分類別・大阪府市（夜間経済分）

【売上】【従業者数】
小分類別・大阪府市（夜間経済分）

【売上】
商業・ｻｰﾋﾞｽ業・大阪府市

【売上】
商業・ｻｰﾋﾞｽ業・大阪府市

産業連関表
大阪府・大阪市
産業連関表
大阪府・大阪市

【生産誘発額】
周辺産業・大阪府市
【生産誘発額】

周辺産業・大阪府市
【労働誘発量】

周辺産業・大阪府市
【労働誘発量】

周辺産業・大阪府市

【売上】
商業・ｻｰﾋﾞｽ業・大阪府市

【売上】
商業・ｻｰﾋﾞｽ業・大阪府市

【生産誘発額】
周辺産業・大阪府市
【生産誘発額】

周辺産業・大阪府市
【従業者数】

商業・ｻｰﾋﾞｽ業・大阪府市
【従業者数】

商業・ｻｰﾋﾞｽ業・大阪府市
【労働誘発量】

周辺産業・大阪府市
【労働誘発量】

周辺産業・大阪府市
夜間経済
経済規模

夜間経済
雇用規模
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夜間経済規模の推計における条件設定

項目 本業務での設定
対象とする
夜間の時間帯

18時〜翌朝5時
（【5:00〜17:59】【18:00〜20:59】【21:00〜23:59】【0:00〜4:59】の4時間帯の内訳も推計）

夜間の直接消費の
対象となる産業

（H28経済センサスから
産業別の売上を集計）

・夜間の直接消費の対象となる産業は以下のとおりに設定。

⼩売業︓561 百貨店・総合スーパー、569 その他の各種商品小売業
585 酒小売業、589 その他の飲⾷料品⼩売業

宿泊業︓751 旅館・ホテル、752 簡易宿所、753 下宿業、759 その他の宿泊業
飲⾷業︓761 食堂・レストラン、762 専⾨料理店、763 そば・うどん店、764 すし店、

765 酒場，ビヤホール、766 バー，キャバレー，ナイトクラブ
767 喫茶店、769 その他の飲食店
771 持ち帰り飲食サービス業、772 配達飲食サービス業

娯楽業︓801 映画館、802 興⾏場・興⾏団、805 公園・遊園地、806 遊戯場
809 その他の娯楽業

注）数字はH28経済センサスにおける産業分類番号（小分類）

産業ごとの売上の
夜間⽐率

・小売業については、H26商業統計表⽴地環境特性別統計編より産業別の営業時間を設定。
・飲食業については、生活衛生関係営業経営実態調査（厚⽣労働省）より産業別の営業時間を設定。
・その他の産業については産業ごとに営業時間の仮説をおき設定。
※詳細は後述

直接消費が波及する
関連産業

（産業連関分析で推計）

・大阪府・大阪市の産業連関表（30部門）で規定されている全産業

※ただし、直接消費の対象とする産業分類が含まれる「商業」「対個⼈サービス」については、⽣産誘発量を
計上すると⼀部が直接消費と重複計上となることが懸念されるため、計上の対象外とする。

●各項目の設定条件

• 以下の条件で大阪府・大阪市の夜間経済規模を推計する。• 以下の条件で大阪府・大阪市の夜間経済規模を推計する。
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夜間の直接消費の対象として設定する産業

●夜間の直接消費の対象となる産業（詳細）
集計対象 産業No 産業名称 集計対象 産業No 産業名称

I 大分類I 卸売業，小売業 M 大分類M 宿泊業，飲食サービス業
I56 中分類 56 各種商品小売業 M75 中分類 75 宿泊業
I560 560 管理，補助的経済活動を⾏う事業所（56各種商品⼩売業） M750 750 管理，補助的経済活動を⾏う事業所（75宿泊業）

● I561 561 百貨店，総合スーパー ● M751 751 旅館，ホテル
● I569 569 その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの） ● M752 752 簡易宿所

I58 中分類 58 飲⾷料品⼩売業 ● M753 753 下宿業
I580 580 管理，補助的経済活動を⾏う事業所（58飲⾷料品⼩売業） ● M759 759 その他の宿泊業
I581 581 各種⾷料品⼩売業 M76 中分類 76 飲食店
I582 582 野菜・果実小売業 M760 760 管理，補助的経済活動を⾏う事業所（76飲⾷店）
I583 583 食肉小売業 ● M761 761 ⾷堂，レストラン（専⾨料理店を除く）
I584 584 鮮魚小売業 ● M762 762 専⾨料理店

● I585 585 酒小売業 ● M763 763 そば・うどん店
I586 586 菓子・パン小売業 ● M764 764 すし店

● I589 589 その他の飲⾷料品⼩売業 ● M765 765 酒場，ビヤホール
N 大分類N 生活関連サービス業，娯楽業 ● M766 766 バー，キャバレー，ナイトクラブ
N80 中分類 80 娯楽業 ● M767 767 喫茶店
N800 800 管理，補助的経済活動を⾏う事業所（80娯楽業） ● M769 769 その他の飲食店

● N801 801 映画館 M77 中分類 77 持ち帰り・配達飲食サービス業
● N802 802 興⾏場（別掲を除く），興⾏団 M770 770 管理，補助的経済活動を⾏う事業所（77持ち帰り・配達飲⾷サービス業）

N803 803 競輪・競⾺等の競⾛場，競技団 ● M771 771 持ち帰り飲食サービス業
N804 804 スポーツ施設提供業 ● M772 772 配達飲食サービス業

● N805 805 公園，遊園地
● N806 806 遊戯場
● N809 809 その他の娯楽業

注）集計対象とした産業（小分類）が含まれる産業（中分類）及び産業（大分類）を表記

• 夜間の直接消費の対象となる産業は以下のとおりに設定。
• オーストラリアでの推計におけるコア産業と比べると、百貨店、その他の各種商品小売業、宿泊業を追加しており、より広い消費
を対象にしている。

• 夜間の直接消費の対象となる産業は以下のとおりに設定。
• オーストラリアでの推計におけるコア産業と比べると、百貨店、その他の各種商品小売業、宿泊業を追加しており、より広い消費
を対象にしている。
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産業ごとの夜間⽐率の設定⽅法

●産業ごとの売上の夜間⽐率の設定⽅法
• 各産業の夜間⽐率の設定⽅法は以下のとおり。• 各産業の夜間⽐率の設定⽅法は以下のとおり。

I561 561 百貨店，総合スーパー
I569 569 その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの）
I585 585 酒小売業
I589 589 その他の飲食料品小売業
M751 751 旅館，ホテル
M752 752 簡易宿所
M753 753 下宿業
M759 759 その他の宿泊業
M761 761 食堂，レストラン（専門料理店を除く）
M762 762 専門料理店
M763 763 そば・うどん店
M764 764 すし店
M767 767 喫茶店
M765 765 酒場，ビヤホール
M766 766 バー，キャバレー，ナイトクラブ
M769 769 その他の飲食店
M771 771 持ち帰り飲食サービス業
M772 772 配達飲食サービス業 24時間営業と想定し、各時間帯の時間の割合をそのまま設定。

N801 801 映画館
「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）より、開店時刻、閉店時刻の分布から推
計。

N802 802 興行場（別掲を除く），興行団 劇場を想定し、営業時間を13:00-21:00と設定。（大阪市、大阪市以外共通）
N805 805 公園，遊園地 テーマパークを想定し、営業時間を9:00-20:00と設定。（大阪市、大阪市以外共通）
N806 806 遊戯場 パチンコ店を想定し、営業時間を10:00-23:00と設定。（大阪市、大阪市以外共通）
N809 809 その他の娯楽業 カラオケ店を想定し、営業時間を11:00-5:00と設定。（大阪市、大阪市以外共通）

夜間時間帯のみ営業と想定し、各時間帯の時間の割合をそのまま設定。

「761 食堂、レストラン」と同様の割合を設定。

小売業は、「平成26年商業統計表（二次加工統計表）立地環境特性別統計編（小売業）第3
表」（経済産業省）より、各産業の開店時刻、閉店時刻の分布から推計。
立地特性から、駅周辺型商業集積地区、市街地型商業集積地区の2つの区分を大阪市、住宅地
背景型商業集積地区、ロードサイド型商業集積地区の2つを大阪市以外と想定し集計。

産業分類No 産業小分類 夜間比率の設定方法

宿泊業は、24時間営業と想定し、各時間帯の時間の割合をそのまま設定。

「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）より、各産業の開店時刻、閉店時刻の分
布から推計。
立地条件から、商業地区を大阪市、住宅地区、郊外の幹線道路沿いの2つの区分を大阪市以外
と想定し集計。



14

産業ごとに設定した夜間⽐率

●産業に設定した夜間⽐率

• 各産業に設定した夜間⽐率は以下のとおり。• 各産業に設定した夜間⽐率は以下のとおり。

5:00-17:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59 夜間合計 5:00-17:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59 夜間合計

I561 561 百貨店，総合スーパー 64.4% 21.3% 12.6% 1.7% 35.6% 63.8% 20.8% 14.0% 1.4% 36.2%
I569 569 その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの） 71.7% 22.0% 5.8% 0.5% 28.3% 71.6% 21.9% 6.4% 0.1% 28.4%
I585 585 酒小売業 73.2% 21.0% 5.4% 0.5% 26.8% 75.3% 20.8% 3.7% 0.2% 24.7%
I589 589 その他の飲食料品小売業 68.5% 16.2% 7.5% 7.7% 31.5% 68.6% 15.6% 7.3% 8.6% 31.4%
M751 751 旅館，ホテル 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8% 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8%
M752 752 簡易宿所 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8% 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8%
M753 753 下宿業 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8% 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8%
M759 759 その他の宿泊業 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8% 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8%
M761 761 食堂，レストラン（専門料理店を除く） 74.2% 15.7% 10.1% 0.0% 25.8% 74.0% 16.3% 9.7% 0.0% 26.0%
M762 762 専門料理店 56.9% 20.0% 23.1% 0.0% 43.1% 60.9% 19.2% 19.9% 0.0% 39.1%
M763 763 そば・うどん店 70.8% 23.6% 5.1% 0.5% 29.2% 71.4% 22.6% 5.6% 0.5% 28.6%
M764 764 すし店 51.0% 27.3% 19.3% 2.4% 49.0% 55.3% 26.6% 17.0% 1.1% 44.7%
M767 767 喫茶店 82.4% 10.3% 7.3% 0.0% 17.6% 87.6% 7.7% 4.6% 0.0% 12.4%
M765 765 酒場，ビヤホール 0.0% 27.3% 27.3% 45.5% 100.0% 0.0% 27.3% 27.3% 45.5% 100.0%
M766 766 バー，キャバレー，ナイトクラブ 0.0% 27.3% 27.3% 45.5% 100.0% 0.0% 27.3% 27.3% 45.5% 100.0%
M769 769 その他の飲食店 74.2% 15.7% 10.1% 0.0% 25.8% 74.0% 16.3% 9.7% 0.0% 26.0%
M771 771 持ち帰り飲食サービス業 74.2% 15.7% 10.1% 0.0% 25.8% 74.0% 16.3% 9.7% 0.0% 26.0%
M772 772 配達飲食サービス業 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8% 54.2% 12.5% 12.5% 20.8% 45.8%
N801 801 映画館 58.6% 21.6% 16.3% 3.4% 41.4% 58.6% 21.6% 16.3% 3.4% 41.4%
N802 802 興行場（別掲を除く），興行団 62.5% 37.5% 0.0% 0.0% 37.5% 62.5% 37.5% 0.0% 0.0% 37.5%
N805 805 公園，遊園地 81.8% 18.2% 0.0% 0.0% 18.2% 81.8% 18.2% 0.0% 0.0% 18.2%
N806 806 遊戯場 61.5% 23.1% 15.4% 0.0% 38.5% 61.5% 23.1% 15.4% 0.0% 38.5%
N809 809 その他の娯楽業 38.9% 16.7% 16.7% 27.8% 61.1% 38.9% 16.7% 16.7% 27.8% 61.1%

産業分類No 産業小分類
時間帯別比率

大阪市 大阪市以外
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3. 夜間経済規模の推計
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夜間経済規模の推計ケース
• 夜間経済規模は、前章で整理した条件に基づく【基本ケース】に、夜間⽐率や対象産業の条件を変更した参考ケース３つを加
えた計４ケースについて推計した。

• 夜間経済規模は、前章で整理した条件に基づく【基本ケース】に、夜間⽐率や対象産業の条件を変更した参考ケース３つを加
えた計４ケースについて推計した。

●夜間経済規模の推計ケース

ケース 設定条件

基本ケース ・前章で設定した条件に基づく推計（設定条件はP19参照）

参考ケース① ・基本ケースの設定条件から、⼤阪市以外の⼩売業・飲⾷業の夜間⽐率を低めに設定したケース

参考ケース② ・夜間の直接消費の対象となる産業から宿泊業を除外し、その他の条件は基本ケースと同様としたケース

参考ケース③ ・夜間の直接消費の対象となる産業から宿泊業を除外し、更に基本ケースの設定条件から⼤阪市以外の
⼩売業・飲⾷業の夜間⽐率を低めに設定したケース



17

大阪府 大阪市 大阪市以外
直接効果
(商業・サービス業) 1.6 兆円 0.9兆円 0.7兆円

1次波及効果
(その他産業) 0.4 兆円 0.2兆円 0.2兆円

合計
(直接＋1次波及) 1.9 兆円 1.0 兆円 0.9 兆円

直接効果
(商業・サービス業) 19.1 万人 9.3万人 9.8万人

1次波及効果
(その他産業) 1.9 万人 1.0万人 1.0万人

合計
(直接＋1次波及) 21.0 万人 10.2 万人 10.8 万人

雇用規模

経済規模

基本ケース︓⼤阪府・⼤阪市の夜間経済規模・雇⽤規模
• 大阪府の夜間経済規模は、約1.9兆円、大阪市は1.0兆円。• 大阪府の夜間経済規模は、約1.9兆円、大阪市は1.0兆円。

大阪府のGDPは、約39.1兆円（H27、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は、1.1兆円
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は2.8%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は4.9%

大阪市のGDPは、約19.1兆円（H26、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は0.6兆円
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は3.1%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は5.2%

注）大阪府、大阪市のGDPは、公表されている最新時点の年次。

注）直接効果は、夜間経済対象産業の売上に⾃給率を乗じた⽣産額。1次波及効果は直接効果に逆⾏列係数を乗じた各産業の⽣産誘発額。
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基本ケース︓産業別推計結果
●夜間経済規模の推計結果（産業別）

（億円） （人） （億円） （人） （億円） （人）
部 門 名 生 産 額 ※ 1 従 業 者 数 ※ 2 生 産 額 ※ 1 従 業 者 数 ※ 2 生 産 額 ※ 1 従 業 者 数 ※ 2

01 農 林 水 産 業 26 480 11 110 16 370
06 鉱 業 1 3 1 2 0 1
11 飲 食 料 品 197 1,140 83 541 114 599
15 繊 維 製 品 7 130 4 95 3 35
16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 23 174 7 66 16 107
20 化 学 製 品 25 41 16 28 9 13
21 石 油 ・ 石 炭 製 品 34 7 3 4 31 3
22 プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 16 78 5 33 11 46
25 窯 業 ・ 土 石 製 品 9 44 5 27 4 17
26 鉄 鋼 3 5 2 3 2 2
27 非 鉄 ⾦ 属 1 2 1 1 0 1
28 ⾦ 属 製 品 22 228 13 146 9 82
29 は ん 用 機 械 1 8 0 4 1 4
30 生 産 用 機 械 2 11 1 5 1 7
31 業 務 用 機 械 1 10 1 5 1 5
32 電 子 部 品 4 29 3 26 1 3
33 電 気 機 械 1 7 0 4 1 3
34 情 報 ・ 通 信 機 器 0 3 0 2 0 1
35 輸 送 機 械 1 4 0 0 1 3
39 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 43 451 25 268 18 183
41 建 設 164 1,315 80 736 84 579
46 電 ⼒ ・ ガ ス ・ 熱 供 給 270 324 156 204 114 120
47 水 道 150 282 76 157 74 125
48 廃 棄 物 処 理 138 965 74 510 64 455
51 商 業 3,452 32,974 1,486 12,754 1,966 20,221
53 ⾦ 融 ・ 保 険 222 960 118 481 104 480
55 不 動 産 362 552 189 273 173 279
57 運 輸 ・ 郵 便 390 2,680 187 1,281 203 1,399
59 情 報 通 信 491 1,660 263 852 228 808
61 公 務 14 66 7 32 7 35
63 教 育 ・ 研 究 40 316 20 160 19 156
64 医 療 ・ 福 祉 2 17 1 9 1 8
65 そ の 他 の 非 営 利 団 体 サ ー ビ ス 37 315 22 198 14 117
66 対 事 業 所 サ ー ビ ス 874 6,815 458 3,317 416 3,499
67 対 個 人 サ ー ビ ス 12,135 157,748 7,099 79,928 5,037 77,821
68 事 務 用 品 31 0 16 0 15 0
69 分 類 不 明 71 51 35 26 36 25

合 計 19,263 209,896 10,466 102,285 8,796 107,611

※1 「商業」「対個⼈サービス」は経済センサスから産業⼩分類ごとの売上を集計した値に夜間時間の⽐率を乗じ夜間の売上にした上で、産業連関表の⾃給率を乗じた値。
その他の産業は、「商業」「対個人サービス」の売上を最終需要とする産業連関分析から算出される一次波及効果（生産誘発額）。

※2 「商業」「対個⼈サービス」は経済センサスから産業⼩分類ごとの従業者数を集計した値に夜間時間の⽐率を乗じた値。
その他の産業は、「商業」「対個⼈サービス」の売上を最終需要とする産業連関分析から算出される労働誘発量。

大阪府 大阪市以外大阪市
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基本ケース︓時間帯別推計結果（経済規模）
●夜間経済規模の推計結果（時間帯別）

注）昼間時間帯の数値は、夜間と同条件で推計した昼間時間帯分の結果（夜間の直接消費となる産業の昼間分の売上とその売上を最終需要とする産業連関分析から算出される一
時波及効果（生産誘発額））

経済規模
（億円）

昼間 夜間（合計） 夜間（内訳）
5:00-17:59 18:00-4:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59

大阪府 27,860 19,263 9,401 6,581 3,281
大阪市 14,419 10,466 4,981 3,611 1,874
大阪市以外 13,441 8,796 4,420 2,970 1,407

昼間 夜間（合計） 夜間（内訳）※対昼夜計
5:00-17:59 18:00-4:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59

大阪府 59% 41% 20% 14% 7%
大阪市 58% 42% 20% 15% 8%
大阪市以外 60% 40% 20% 13% 6%

昼間 夜間（合計） 夜間（内訳）※対夜間計
5:00-17:59 18:00-4:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59

大阪府 59% 41% 49% 34% 17%
大阪市 58% 42% 48% 35% 18%
大阪市以外 60% 40% 50% 34% 16%



20

基本ケース︓時間帯別推計結果（雇⽤規模）
●夜間経済規模の推計結果（時間帯別）

注）昼間時間帯の数値は、夜間と同条件で推計した昼間時間帯分の結果（夜間の直接消費となる産業の昼間分の従業者数とその産業の売上を最終需要とする産業連関分析から
算出される⼀時波及効果（雇⽤誘発量））であり、対象地域の全従業者数ではない。

雇用規模
（人）

昼間 夜間（合計） 夜間（内訳）
5:00-17:59 18:00-4:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59

大阪府 285,564 202,844 93,854 68,604 40,387
大阪市 130,652 99,878 44,610 34,554 20,714
大阪市以外 154,912 102,966 49,244 34,049 19,673

昼間 夜間（合計） 夜間（内訳）※対昼夜計
5:00-17:59 18:00-4:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59

大阪府 58% 42% 19% 14% 8%
大阪市 57% 43% 19% 15% 9%
大阪市以外 60% 40% 19% 13% 8%

昼間 夜間（合計） 夜間（内訳）※対夜間計
5:00-17:59 18:00-4:59 18:00-20:59 21:00-23:59 0:00-4:59

大阪府 58% 42% 46% 34% 20%
大阪市 57% 43% 45% 35% 21%
大阪市以外 60% 40% 48% 33% 19%
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大阪府 大阪市 大阪市以外
直接効果
(商業・サービス業) 1.4 兆円 0.9 兆円 0.6 兆円

1次波及効果
(その他産業) 0.3 兆円 0.2 兆円 0.1 兆円

合計
(直接＋1次波及) 1.7 兆円 1.0 兆円 0.7 兆円

直接効果
(商業・サービス業) 17.1 万人 9.3 万人 7.8 万人

1次波及効果
(その他産業) 1.7 万人 1.0 万人 0.7 万人

合計
(直接＋1次波及) 18.8 万人 10.2 万人 8.6 万人

雇用規模

経済規模

参考ケース①（大阪市以外の⼩売業・飲⾷業の夜間⽐率を低めに設定）︓
大阪府・大阪市の夜間経済規模・雇用規模
• ⼤阪市以外の夜間⽐率を低めに設定した参考ケースの推計結果は、⼤阪府の夜間経済規模は約1.7兆円、大阪市は1.0
兆円。基本ケースと比べると大阪市以外の経済規模・雇用規模が小さくなる。

• ⼤阪市以外の夜間⽐率を低めに設定した参考ケースの推計結果は、⼤阪府の夜間経済規模は約1.7兆円、大阪市は1.0
兆円。基本ケースと比べると大阪市以外の経済規模・雇用規模が小さくなる。

大阪府のGDPは、約39.1兆円（H27、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は1.0兆円。
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は2.6%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は4.3%

大阪市のGDPは、約19.1兆円（H26、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は0.6兆円。
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は3.1%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は5.2%

注）大阪府、大阪市のGDPは、公表されている最新時点の年次。

注）直接効果は、夜間経済対象産業の売上に⾃給率を乗じた⽣産額。1次波及効果は直接効果に逆⾏列係数を乗じた各産業の⽣産誘発額。



22

大阪府 大阪市 大阪市以外
直接効果
(商業・サービス業) 1.4 兆円 0.7 兆円 0.7 兆円

1次波及効果
(その他産業) 0.3 兆円 0.2 兆円 0.2 兆円

合計
(直接＋1次波及) 1.8 兆円 0.9 兆円 0.9 兆円

直接効果
(商業・サービス業) 18.0 万人 8.5 万人 9.6 万人

1次波及効果
(その他産業) 1.8 万人 0.8 万人 0.9 万人

合計
(直接＋1次波及) 19.8 万人 9.3 万人 10.5 万人

雇用規模

経済規模

参考ケース②（宿泊業を除外）︓
大阪府・大阪市の夜間経済規模・雇用規模
• 宿泊業を除外した参考ケースの推計結果は、大阪府の夜間経済規模は約1.8兆円、大阪市は0.9兆円。基本ケースと比較
すると大阪市の経済規模・雇用規模が小さくなる分、大阪府全体の規模も小さくなる。

• 宿泊業を除外した参考ケースの推計結果は、大阪府の夜間経済規模は約1.8兆円、大阪市は0.9兆円。基本ケースと比較
すると大阪市の経済規模・雇用規模が小さくなる分、大阪府全体の規模も小さくなる。

大阪府のGDPは、約39.1兆円（H27、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は1.0兆円。
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は2.6%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は4.6%

大阪市のGDPは、約19.1兆円（H26、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は0.5兆円。
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は2.6%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は4.7%

注）大阪府、大阪市のGDPは、公表されている最新時点の年次。

注）直接効果は、夜間経済対象産業の売上に⾃給率を乗じた⽣産額。1次波及効果は直接効果に逆⾏列係数を乗じた各産業の⽣産誘発額。



23

大阪府 大阪市 大阪市以外
直接効果
(商業・サービス業) 1.3兆円 0.7兆円 0.5兆円

1次波及効果
(その他産業) 0.3兆円 0.2兆円 0.1兆円

合計
(直接＋1次波及) 1.6 兆円 0.9 兆円 0.7 兆円

直接効果
(商業・サービス業) 16.1万人 8.5万人 7.6万人

1次波及効果
(その他産業) 1.6万人 0.8万人 0.7万人

合計
(直接＋1次波及) 17.6 万人 9.3 万人 8.3 万人

雇用規模

経済規模

参考ケース③（宿泊業を除外、さらに大阪市以外の⼩売業・飲⾷業の夜間⽐率を低めに設定）
︓大阪府・大阪市の夜間経済規模・雇用規模
• ⼤阪市以外の夜間⽐率を低めに設定し、宿泊業を除外した参考ケースの推計結果は、⼤阪府の夜間経済規模は約1.6兆
円、大阪市は0.9兆円。基本ケースと比べると、大阪市、大阪市以外ともに経済・雇用規模が小さくなる。

• ⼤阪市以外の夜間⽐率を低めに設定し、宿泊業を除外した参考ケースの推計結果は、⼤阪府の夜間経済規模は約1.6兆
円、大阪市は0.9兆円。基本ケースと比べると、大阪市、大阪市以外ともに経済・雇用規模が小さくなる。

大阪府のGDPは、約39.1兆円（H27、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は0.9兆円。
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は2.3%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は4.1%

大阪市のGDPは、約19.1兆円（H26、名目）
夜間経済（粗付加価値額）は0.5兆円。
GDPに占める夜間経済（粗付加価値額）の割合は2.６%
（参考）GDPに占める夜間経済（生産誘発額）の割合は4.７%

注）大阪府、大阪市のGDPは、公表されている最新時点の年次。

注）直接効果は、夜間経済対象産業の売上に⾃給率を乗じた⽣産額。1次波及効果は直接効果に逆⾏列係数を乗じた各産業の⽣産誘発額。
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大阪夜間経済指標検討会について
○公益財団法人大阪観光局が目指す大阪の「24時間観光都市」実現にあたり、大阪府、大阪市と幅広く協議・検討するため、
「大阪夜間経済指標検討会を設置。

○検討会において、夜間経済の指標化に関する事項について、有識者を交えながら、平成29年9月の設置から、３回にわたり、
協議・検討を重ねた。

機関 構成員

公益財団法人
大阪観光局

常務理事
大阪観光局アドバイザー（大阪大学大学院経済研究科講師）

大阪府 ⼤阪府府⺠⽂化部都市魅⼒創造局企画・観光課⻑
大阪市 ⼤阪市経済戦略局地域経済戦略担当課⻑


